
設置計画履行状況等調査の結果等について

（平成２３年度）

１．調査の目的

設置計画履行状況等調査（以下「アフターケア」という。）は，文部科学省令（※１参

照）及び告示（※２参照）に基づき，大学の設置認可時等における留意事項及び授業科目

の開設状況，教員組織の整備状況，その他の設置計画の履行状況について，各大学からの

報告を求め，書面，面接又は実地により調査を行い，各大学の教育水準の維持・向上及び

その主体的な改善・充実に資することを目的として実施するものである。

２．実施体制

大学設置・学校法人審議会大学設置分科会では，大学の質保証における「事前・事後の

評価の適切な役割分担と協調」を確保する観点から，アフターケア等の取組の改善充実を

図るため，平成１７年５月，運営委員会の下に「設置計画履行状況等調査委員会」（以下

「調査委員会」という。）（別紙１）を設置し，調査にあたっている。

調査委員会の調査審議事項は，大学設置分科会の決定に基づき，①アフターケアの実施，

②アフターケアの改善方策，③その他認可及び届出後の質保証に係る事項となっており，

今般，平成２３年度の調査が終了したものについてその結果と今後の調査の在り方につい

て以下のとおり取りまとめた。

なお，法科大学院については，これまでと同様に法科大学院特別審査会において，また，

教職大学院については，教職大学院特別審査会において，それぞれアフターケアを実施す

ることとし，同審査会に付託する手続をとった。

アフターケアの実施方法は，書面調査，面接調査，実地調査のいずれか又は併用となっ

ている。

書面調査は，認可申請により設置された大学等については認可後から設置計画が完成す

る年度までの間の大学（２４７件）全てに対して報告を求め，届出等により設置された学

部等については，平成１９年度以降に設置された学部等（９０２件）全てに対して報告を

求めて実施した。書面調査では，事務局において定員管理状況を把握するとともに，設置

時の計画からの変更の状況を確認した。また，すでに卒業生を輩出している，いわゆる完

成年度を迎えたもののうち，昨年度に留意事項を付した大学（５４件）（定員超過のみの３６

件を含む）については，当該留意事項の履行状況に対する報告を求め，調査を行った。

面接調査は，完成年度に達する新設の大学院（１０件：認可）及び書面調査に加え更に

詳しく状況を確認する必要があると認められた大学（２７件：届出）等，合計４５件（認

可１４件・届出３１件）を対象に実施した。

実地調査は，大学関係者からの説明聴取，学生インタビュー及び施設設備等の調査を行

うものである。認可時に留意事項を付したもの等のうち，昨年度の設置審査やアフターケ

アあるいは本年度の書面調査の結果として，当該大学を訪問して調査する必要があると判

断されたもの等を対象に実施した（２６件：認可２６件）。この中には，完成年度に達す

るために実地調査を行った大学等（１１件：認可）が含まれている。

３．平成２３年度調査結果の概要

本年度６月の大学設置・学校法人審議会大学設置分科会において，留意事項を付すに当

たっては，「中長期的な大学教育の在り方に関する第二次報告」（平成２１年８月中央教

育審議会大学分科会）において，「設置認可時や設置認可後の設置計画履行状況等調査に

おける指摘事項を認証評価で活用するなど，設置認可と認証評価との連続性を確保」する

ことが，今後の検討課題として挙げられていることを踏まえ，アフターケアにおける「留



意事項等の付し方」について，①留意事項を付す際には，記述可能な範囲で，より具体的

な背景等の記述を行うこと，②留意事項を付す際の主な観点を共有し，留意事項の内容や

水準に大きなばらつきがないようにするとともに，要望事項についてはその他意見として

大学に別途伝達し，大学の自主的な改善を促すこととした。

全体としては，科目開設や教員配置など設置計画が着実に履行されており，変更がある

場合も，相応の理由や止むを得ない事情があったものと認められる。しかしながら，一部

には，設置計画を着実に履行する必要性に対する認識不足などを背景に，履行状況が不十

分な大学が見られた。

特に，設置認可後から完成年度に至るまでの間における各種変更計画に係る手続に対す

る理解不足により，教員の新規採用又は担当科目の追加若しくは職位の昇格の場合に大学

設置・学校法人審議会の教員審査を受けていないなど，変更に必要な手続を経ていないと

いう，極めて不適切な事例も見られた。

今回のアフターケアの結果として，各大学に付した留意事項は別紙２のとおりであるが，

これらの留意事項は，今年度の調査時の大学の状況に基づき付したものであることを付言

しておく。

本年度の調査を踏まえ，当該留意事項が付されている大学はもとより，その他の大学に

おいても特に留意していただきたい点を以下にまとめた。

（入学定員管理）

○ 各大学は，様々な工夫の下で入学定員の充足に向けた取組を行っているが，当初計

画の甘さなどから，学部学科等が開設して以来，入学定員の未充足が続いている大学

も見られた。このため，各大学においては，学生や社会からのニーズを踏まえ，今後

の入学定員の確保に向けた具体的な取組が求められる。

○ 他方，入学定員を大幅に超えた学生を受け入れた結果，適正な入学定員の管理が必

要と考えられる大学も見られた。各大学においては，それぞれの教育環境を踏まえた

教育の質の確保を図るため，自ら定めた定員に基づいた学生数の管理が必要である。

（教育課程等）

○ １単位に必要な授業時間数については，大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８

号）において，講義や実習等，授業の方法に応じて１５～４５時間とされており，講

義の場合は，定期試験を除いて，１単位当たり最低でも１５時間の確保が必要とされ

ているが，１５時間の授業時間に定期試験が含まれている大学も見られた。また，キ

ャップ制（単位の過剰登録を防ぐため，1 年間又は 1 学期間に履修登録できる単位の
上限を設ける制度）については，１年間の履修上限単位数が多すぎて，各年次にわた

って体系的に授業科目を履修するという趣旨に必ずしも沿っていない事例も見られ

た。このため，各大学においては，法令に基づいた単位の実質化を図るための取組が

求められる。

（教員組織）

○ 教員組織について，予定された専任教員が未就任や退職となったことにより，授業

が未開講や開講時期の変更になるなど当初の理念や計画の実現性が懸念される大学

や，教員の退職により大学設置基準に定めた必要専任教員数を下回る大学など設置計

画の着実な履行に対する認識が不足していると思われるような大学も見られた。この

ため，各大学においては，教育研究上の目的を達成するための教員組織の整備に対す

る意識の向上と適切な教員組織の整備のために必要な手続に関する学内関係者の理解

の促進を図るための取組が求められる。



（ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ））

○ ＦＤについては，様々な取組が行われているところであるが，特に，その一環とし

て実施されている学生による授業評価については，評価結果が学生にフィードバック

されておらず，授業評価がどのように活用され，どのように改善されているのか学生

が確認できないといった事例も見られた。このため，各大学においては，評価結果に

ついて，学生等に対する公表等を通じて教員の教育改善への継続的な取組に活かして

いくことが求められる。

（施設・設備）

○ 施設・設備については，専門誌や学術雑誌の種類及び冊数の不足等が見られた。各

大学においては，図書館及び体育館，運動場等の体育施設の整備等，教育研究に必要

な施設・設備の充実が求められる。

上記については，特に留意いただきたい事例を示したものであるが，各大学においては，

設置認可申請に係る書類，あるいは届出に係る書類は，「各大学が社会に対して着実に実

現していく構想を表したもの」（「中長期的な大学教育の在り方に関する第二次報告」平

成２１年８月中央教育審議会大学分科会）であること，大学設置・学校法人審議会会長が

大学の設置・運営に関わる全ての方に対して，改めて大学を設置する責任の重みを十分に

自覚いただくよう要請するコメントを出している（平成１９年１１月２７日「１１月答申

の提出に当たって」）ことを十分認識するとともに，適切な対応をとるように改めて強く

求めたい。

また，学生や社会からの多様な要請に応えるために，柔軟な組織改編等を行うことも重

要ではあるが，一方で，中央教育審議会からは，「頻繁な改組や設置計画の変更によって，

真に学生が体系的に学び，学習成果を達成できるのかどうかが危ぶまれる事例が生じてき

ている」（「学士課程教育の構築に向けて」平成２０年１２月２４日中央教育審議会）と

の指摘がなされている。各大学においては，組織改編等を検討する際，学位授与の方針（デ

ィプロマ・ポリシー），教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー），入学者

受入れ方針（アドミッション・ポリシー）を明確にし，学士課程教育として相応しく，あ

る程度，継続的に維持される組織改編等を期待したい。

４．設置計画履行状況等報告書の情報公開等

設置後の履行状況を記載した設置計画履行状況等報告書を，大学として積極的に公開す

ることは大変意義がある。また，中央教育審議会大学分科会質保証システム部会において，

設置認可と認証評価との連続性を確保することが課題として挙げられており，大学設置・

学校法人審議会大学設置分科会においては，本課題を解決するために認証評価機関からの

求めがあった場合には，各大学から設置計画履行状況等報告書を直接提供するようにする

ことが適切であるとされたところであり，各大学におかれては，認証評価機関から提出が

求められた際には，積極的に提供いただくよう，お願いしたい。なお，全ての大学が受け

ることを義務付けられている「認証評価」（※３参照）とアフターケアの有機的な連携が

図られるよう，引き続き，各認証評価機関に対して，本調査の結果を参考資料として送付

することとしたい。

５．平成２４年度の実施方針

本年度と概ね同様に，設置審査やアフターケアの結果として留意事項を付された大学，

完成年度を迎える大学の中から，今後の調査委員会等における審議を踏まえ，実地又は面



接調査が必要と認められる大学については，年度間を通じて計画的に調査を実施すること

としたい。

書面調査についても引き続き該当大学全てに対して実施することとしたい。その結果を

踏まえ，大幅な計画変更など顕著な問題がある場合には，必要に応じて実地調査や面接調

査を行うこととしたい。

なお，従前どおり，今回のアフターケアで留意事項が付された完成年度を経過した大学

に対しては，当該留意事項への対応状況について報告を求め，更に必要な場合には，実地

調査又は面接調査を実施するなど，改善を促していく方針としたい。



〈参考資料〉

※１ 大学の設置等の認可の申請及び届出に係る手続等に関する規則（抄）

（平成１９年３月３０日 文部科学省令第１０号）

第１４条 文部科学大臣は，設置計画及び留意事項の履行の状況を確認するため

必要があると認めるときは，認可を受けた者又は届出を行った者に対し，その

設置計画及び留意事項の履行の状況について報告を求め，又は調査を行うこと

ができる。

※２

［大 学］

文部科学省告示第４４号（抄）

大学設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第５３条の規定に基づき，新たに

大学等を設置し，又は薬学を履修する課程の修業年限を変更する場合の教員組織，

校舎等の施設及び設備の段階的な整備について次のように定める。

平成１５年３月３１日

（１・２略）

３ 文部科学大臣は，大学等の設置を認可した後，当該認可時における留意事項，

授業科目の開設状況，教員組織の整備状況その他の年次計画の履行状況について

報告を求め，必要に応じ，書類，面接又は実地により調査することができるもの

とする。

［短期大学］

文部科学省告示第５２号（平成１５年３月３１日）

［大学院］

文部科学省告示第５０号（平成１５年３月３１日）

※３ 学校教育法（抄）

第１０９条

１ （略）

２ 大学は，前項の措置に加え，当該大学の教育研究等の総合的な状況について

政令で定める期間ごとに，文部科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機

関」という。）による評価（以下「認証評価」という。）を受けるものとする。

ただし，認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由がある場合であつて

文部科学大臣の定める措置を講じているときは，この限りでない。

３ 専門職大学院を置く大学にあつては，前項に規定するもののほか，当該専門

職大学院の設置の目的に照らし，当該専門職大学院の教育課程，教員組織その

他教育研究活動の状況について，政令で定める期間ごとに，認証評価を受ける

ものとする。ただし，当該専門職大学院の課程に係る分野について認証評価を

行う認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由がある場合であつて，文

部科学大臣の定める措置を講じているときは，この限りでない。



（別紙１）
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北陸大学薬学部 教授

大阪大学大学教育実践センター 准教授

大阪府立大学看護学部 教授

広島大学大学院保健学研究科 教授  

新潟大学医学部 教授

東京医科歯科大学副学長，大学院医歯学総合研究科 教授

多摩美術大学美術学部 教授

上智大学総合人間科学部 教授

大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会）

【委　　員】

【特別委員】

【専門委員】

設置計画履行状況等調査委員会 委員名簿

リボウィッツ　よし子
こ

青森県立保健大学長・理事長

秋田県立大学理事長・学長

桜美林学園理事長・桜美林大学長

関西国際大学長・理事長

山梨大学大学院教育学研究科 教授

京都大学人文科学研究所 教授

東京学芸大学総合教育科学系 教授

京都大学大学院工学研究科 教授

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 教授

医療法人三仁会　あさひ病院 顧問

同志社大学社会学部 教授

慶應義塾大学薬学部 教授

国士舘大学体育学部 教授

沖縄県立看護大学 教授

関西学院大学副学長，関西学院大学大学院経営戦略研究科　教授

一橋大学大学院法学研究科 教授

国際基督教大学教養学部 教授

独立行政法人中小企業基盤整備機構 副理事長

青山学院大学教育人間科学部 教授

名古屋大学医学部 教授

東京大学医科学研究所 教授

公立はこだて未来大学メタ学習センター長，教授

茨城県立医療大学保健医療学部看護学科 教授

東北大学高等教育開発推進センター大学教育支援センター長，教授



（別紙２）

１．大学・短期大学【１８件（１６校）】

国公
私株

大学名 学部名等 設置区分

認可
又は
届出
の別

開設
年度 留意事項

私立 植草学園大学 発達教育学部
　発達支援教育学科
保健医療学部
　理学療法学科

大学設置 認可 20 ○発達教育学部については、平成２１年度
から一般入学試験科目及び推薦入学試験科
目を「英語」から「国語」へ変更し、保健
医療学部の一般入学試験科目については、
平成２２年度から「英語」、「理科」の２
科目から、「英語」、「理科」、「国語」
の中からの２科目選択制へと変更されてい
る。当該変更により、将来の資格取得等に
必要な講義を理解できる素養を持った者以
外が入学する可能性があることに鑑み、両
学部ともにそれに対応することができるよ
う、補習授業の充実に努めること。

○実習施設が認可申請時における施設と大
きく異なることは設置計画段階の不備であ
ると考える。これまで実習施設が充当でき
ている背景としては、総合実習に出る学生
が少なかったことが幸いした可能性もある
ため、今後、実習施設については、学生に
不安を生じさせることのないよう、より一
層計画的に準備を図ること。
　
○４年制大学として教育・研究環境を充実
するため、図書や電子ジャーナルの充実を
図ること。

株立 ＬＥＣ東京リーガ
ルマインド大学

総合キャリア学部
　総合キャリア学科

大学設置 認可 16

総合キャリア学部
　総合キャリア学科（通信教育
課程）

株立 ＬＥＣ東京リーガ
ルマインド大学大
学院

高度専門職研究科
　会計専門職専攻（Ｐ）

大学院設置 認可 17

平成２３年度　設置計画履行状況等調査　留意事項

○教育課程、教員組織、施設設備等の改
善・充実に向けた努力を継続すること。ま
た、昨年度から学部全てのキャンパスにお
いて学生募集を停止しているが、「ＬＥＣ
大学を卒業したい」との学生の声に応え、
最後の学生が卒業するまで、教育課程、教
員組織、施設設備等の維持向上に努めるこ
と。

○学校設置会社の経営基盤の更なる充実向
上を図り、大学の継続性・安定性の確保に
努めること。

1



国公
私株

大学名 学部名等 設置区分

認可
又は
届出
の別

開設
年度 留意事項

私立 東京福祉大学 教育学部
　教育学科

学部設置 届出 18

教育学部
　教育学科（通信教育課程）

通信開設 届出 19

私立 東京福祉大学短期
大学部

こども学科 短大設置 認可 18

こども学科（通信教育課程） 通信開設 届出 19

株立 ビジネス・ブレー
クスルー大学

経営学部
　グローバル経営学科（通信教
育課程）
　ＩＴソリューション学科（通
信教育課程）

学部設置 認可 22 ○大学設置基準第３８条に基づき、オンラ
インのみの大学であること及びグローバル
リーダーの育成を教育目標としていること
を踏まえ、必要な電子ジャーナル等を整備
すること。

○教育課程の編成については、事務局が中
心となっているとのことであるが、ディプ
ロマポリシーを踏まえた体系的な教育課程
を編成するためには、教員の学問的視点か
らの編成が必要不可欠であることから、教
員を中心とした検討組織を設置するなど、
教育課程の編成の在り方を検討すること。

○学則上、助教は講義ができないとしてい
るが、実際は、助教も講義を担当している
ことから、学則に基づいた適切な運営とな
るよう改めること。

○講義内容については、その都度、見直し
や更新をしているとのことであるが、一部
の授業科目では、データ等の更新がなされ
ていないものもあることから、最新のデー
タ等を踏まえた授業内容にするよう検討す
ること。

○大学設置基準第４２条の２に基づき、就
職支援については、高等学校を卒業してス
トレートで入学する学生がいることや、転
職を希望している学生がいることを踏ま
え、その充実に努めること。

○経営学部ＩＴソリューション学科の定員
充足率が０．７倍未満となっていることか
ら、学生確保に努めるとともに、入学定員
の見直しについて検討すること。

○併修制度に関して、大学と専門学校どち
らの授業をどの教員から受講しているか、
どちらの単位をそれぞれ何単位取得して卒
業することとなるのか等について学生が混
同しないよう、広報やガイダンスで明確に
説明する努力を続けること。また、短大と
しての教育水準を維持し、専門学校の教育
と混同しないように、併修制度の運用につ
いて引き続き努力すること。

○教員免許の取得について、複数の免許を
取得しようとする場合には追加費用が発生
することについて、大学パンフレット等で
入学前に学生等が理解できるよう案内する
こと。

○入学時に委託徴収として一律に徴収して
いる卒業証書等諸経費・同窓会費につい
て、同窓会費は任意の徴収である旨をあら
かじめ周知するとともに、途中で退学した
学生、退会を希望する学生に対する卒業証
書等諸経費・同窓会費の取扱いを定めてお
くこと。

2



国公
私株

大学名 学部名等 設置区分

認可
又は
届出
の別

開設
年度 留意事項

私立 横浜薬科大学 薬学部
　健康薬学科
　漢方薬学科
　臨床薬学科

大学設置 認可 18 ○退学者及び留年者の人数が多いことか
ら、その原因について分析を行い、具体的
な対策を講じること。

○学生のニーズを踏まえつつ、実習に係る
教員組織の充実及び実習先との連携強化等
に努め、教育効果があがる実習指導体制を
構築すること。

○入学定員の超過について、臨床薬学科の
定員超過率が１．３倍を超えていることか
ら是正に努めること。

私立 新潟リハビリテー
ション大学

医療学部
　リハビリテーション学科
　　理学療法学専攻
　　言語聴覚学専攻

学部設置 認可 22 ○授業に支障が出ないよう、大学としての
全体的な教員採用計画を作成し、教育組織
を充実すること。

○運動場は前年度の指摘を踏まえ、整備は
されたものの、隣接した幼稚園との間に
フェンスを設置する等安全面での配慮が必
要である。また、最寄り駅が遠く、豪雪地
であることから、遠方から通学する学生の
安全・利便性を鑑み、通学手段について送
迎バスを取り入れる等の改善策を検討する
こと。

私立 佐久大学 看護学部
　看護学科

大学設置 認可 20

私立 日本福祉大学 国際福祉開発学部
　国際福祉開発学科

学部設置 届出 20 ○通信教育の本人確認に関して、規定や運
用等が不十分であるため、確実な体制で本
人確認を行うことができるよう改善するこ
と。

○健康科学部福祉工学科、国際福祉開発学
部国際福祉開発学科の定員充足率が０．７
倍未満となっていることから、学生確保に
努めるとともに、入学定員の見直しについ
て検討すること。

○学生に対する履修指導が不十分であり、
学生が自身の修得単位数や履修登録単位数
を把握していない状況である。また、年間
履修登録単位数の上限（ＣＡＰ制）もない
ことから、単位制が充分に機能していない
ように見受けられるため、単位制の在り方
について学内で検討するとともに、学生に
対して適切な履修指導を行う必要がある。
また、出席や受講態度に関する成績評価の
比重が高いため、成績評価方法を再度検討
するとともに、必要に応じて適切に改善す
ること。

○信州短期大学総合ビジネス学科の定員充
足率が０．７倍未満となっていることか
ら、学生確保に努めるとともに、入学定員
の見直しについて検討すること。

3



国公
私株

大学名 学部名等 設置区分

認可
又は
届出
の別

開設
年度 留意事項

私立 広島文教女子大学 人間科学部
　グローバルコミュニケーショ
ン学科

学部学科設
置

届出 22 ○編入学者の単位認定について、大学教育
の水準に相応しい内容であるかを精査した
上で、科目ごとに個別に認定を行うこと。

○人間科学部初等教育学科の入学定員超過
の是正に努めること。

○人間科学部グローバルコミュニケーショ
ン学科、人間福祉学科、心理学科の定員充
足率が０．７倍未満となっていることか
ら、学生確保に努めるとともに、入学定員
の見直しについて検討すること。

私立 梅光学院大学 国際言語文化学部
　英語英文学科

学部学科設
置

届出 21 ○自主学習（ｅラーニング）に単位を付与
する授業科目があることについて、単に資
格試験の結果をもって単位認定を行うこと
であれば、大学の教育目的や理念に照らし
て適切であるとは言えないことから、大学
の授業科目として適切な内容となるよう見
直すこと。

○教員の配置については、認可時の設置計
画に沿って適切に履行するとともに、補充
が必要な授業科目については、速やかに後
任の教員を補充すること。

○国際言語文化学部英語英文学科の定員充
足率が０．７倍未満となっていることか
ら、学生確保に努めるとともに、入学定員
の見直しについて検討すること。

株立 サイバー大学 ＩＴ総合学部
　ＩＴ総合学科（通信教育課
程）

大学設置 認可 19 ○未開講科目や教員の都合による休講が多
いことから、学生に対して十分な教育課程
を提供できるよう大学として責任ある体制
を整備すること。また、休講の取扱いにつ
いて、受講者数が１０名以下の場合は休講
とし、次のセメスターで開講することとし
ているが、過去の履修状況を踏まえてカリ
キュラムを構成するとともに、履修指導に
おいて受講者数を管理するなど、学生が体
系的かつ計画的に履修ができるよう、休講
の割合を減らすこと。

○大学の継続性・安定性確保の観点から、
定員充足に努めるとともに、学校設置会社
の経営基盤の更なる充実強化を図ること。

私立 保健医療経営大学 保健医療経営学部
　保健医療経営学科

大学設置 認可 20 ○設置認可の際には体育館を整備すること
を要件として認可されていることから、早
急に整備すること。

○学生確保について、広報の強化、就職実
績作り、編入学の活用、関係病院との関係
強化、入学定員の見直し等の在り方を更に
検討し、一層努力すること。

4



国公
私株

大学名 学部名等 設置区分

認可
又は
届出
の別

開設
年度 留意事項

私立 岐阜保健短期大学 看護学科（３年制） 短大設置 認可 19

リハビリテーション学科（３年
制）

短大学科設
置

届出 21

私立 平成医療短期大学 看護学科（３年制）
リハビリテーション学科（３年
制）

短大設置 認可 21 ○短期大学に相応しい教育課程や教員の研
究支援体制等となっていないため、ファカ
ルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の強
化等を通じて、必要な整備に努めるととも
に、教員間の理念・目的意識の共有を図る
よう努めること。

○引き続き、医療系短期大学にふさわしい
施設整備の整備計画及び使用計画を策定
し、着実に実行すること。

○教員組織について、分野構成や役割分担
等に偏りがあり、当初の理念や計画を実現
できる体制ではないことから、教育効果や
研究時間の確保等を勘案し、主要科目に専
任教員を配置する等により適切な教員組織
を構築すること。特に、臨地実習について
は、今後の学生数を見通し、教員の充実及
び実習施設の確保に努めること。なお、勤
務日数及び担当授業科目数が極めて少ない
専任教員がいることから、その専任性を担
保できるよう規定等で明確にすること。

○教員の研究費について、周知不足のため
計画を大きく下回る執行状況であり、教員
の教育研究に支障をきたしていると考えら
れることから、適切な周知・執行に努める
こと。

○学生のニーズを踏まえ、学習環境の整備
に努めること。特に、図書室について、新
書や電子ジャーナル等を計画的に充実させ
るとともに、狭隘なスペースの解消に努め
ること。

○ファカルティ・ディベロップメント（Ｆ
Ｄ）について、組織的なＦＤ活動を充実さ
せるなど、短期大学全体で取り組む体制を
整備すること。また、教授会において、活
発な議論が行われるよう、実施体制を再検
討すること。

○平成２３年度、平成２４年度の指定校推
薦入試において、入学定員を超える合格者
を出しており、不適切な定員管理体制であ
ることから、教員の負担や学生の教育環境
に配慮し、定員管理の徹底を図ること。

○リハビリテーション学科の定員充足率が
０．７倍未満となっていることから、学生
確保に努めるとともに、入学定員の見直し
について検討すること。
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２．大学院【４件（４校）】

国公
私株

大学院名 研究科名等 設置区分

認可
又は
届出
の別

開設
年度 留意事項

私立 日本赤十字豊田看
護大学大学院

看護学研究科
　看護学専攻（Ｍ）

大学院新設 認可 22 ○専任教員の補充が必要とされた授業科目
については、速やかに後任の補充を行うこ
と。また、教員の年齢構成について、教育
研究の継続性を踏まえ、今後の採用計画な
ど、教員組織編成の将来構想を明確にする
こと。

私立 大阪女学院大学大
学院

２１世紀国際共生研究科
　平和・人権システム専攻
（Ｄ）

大学院新設 認可 21 ○２１世紀国際共生研究科平和・人権シス
テム専攻（Ｄ）に関して、学術の理論及び
応用を教授研究するという大学院の目的に
照らし、学生確保の方策について根本的に
改めるとともに、入学定員の見直しについ
て再検討すること。

私立 山口学芸大学大学
院

教育学研究科
　子ども教育専攻（Ｍ）

大学院新設 認可 23 ○認可時の留意事項の趣旨を踏まえ、以下
の点について適切に対応すること。
（１）「芸術を基盤とする教育の理論と実
践の体系化」の理念を具現化するために、
教育課程の更なる充実を図ること。
（２）具体的な教員組織編成の将来構想を
策定し、着実に実行すること。

私立 西南学院大学大学
院

経済学研究科
　経済学専攻（Ｄ）

専攻設置又
は課程変更

届出 21 ○経済学研究科博士後期課程の志願者が、
開設後３年間０名であることから、当初の
設置構想を抜本的に見直すとともに、当該
専攻の在り方について再検討すること。
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